
１．事業目的 【位置図】 （出典：国土地理院） ４．概算工事費用
　八戸工業高等学校の既存施設は竣工後50年以上を経過しており、老朽化対策が必

要であることから改築することとし、既存施設における現状と課題の整理、整備方

針の設定を行った上で、整備要項を検討し、基本計画を策定する。

２．計画条件の整理

２－１　立地条件

２－２施設の概要

八戸工業高等学校の主な施設の概要及び本基本計画での対応は下表のとおり。 ５．配置計画図

新校舎の主な施設の概要は下表のとおり。

新校舎

３．整備スケジュール
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八戸工業高等学校特別教室棟改築基本計画策定　　［　概要版　］

第二体育館

特別・普通教室 RC造 6,800㎡ 地上4階
電気機器実習室、切削加工実
習室、化学実験室、物理実験
室、視聴覚教室

第一体育館

施設名 延床面積構造 階数 主な諸室等

管理棟

施設名

普通教室棟

西渡廊下（機械室含む）

特別・普通教室棟（B棟）

渡廊下1

土木棟（渡廊下含む）

産振棟

渡廊下5

特別教室棟（D棟）

②　現　　況

③　位　　置

④　周辺環境

RC造

RC造

RC造

RC造

S造

①　敷地面積 約21,870.03㎡

八戸工業高等学校

八戸市江陽１丁目地内

本八戸駅（JR八戸線）から徒歩15分
八戸駅（JR）から車で25分
工業高校前（南部バス）から徒歩1分

構造 延床面積 階数 完成年 対応

1,717㎡ 地上3階 令和5年 継続使用

S造 1,474㎡ 地上4階 令和4年 継続使用

2,147㎡ 地上3階 令和7年予定 継続使用

RC造 94㎡ 地上1階 昭和46年 解体

2,059㎡ 地上3階 昭和46年 解体

RC造 3,337㎡ 地上3階 昭和45年 解体

4,157㎡ 地上4階 昭和53年 継続使用

RC造 1,117㎡ 地上3階 昭和49年 継続使用

766㎡ 地上1階 昭和52年 継続使用

S造 135㎡ 地上1階 平成15年 継続使用

RC造 2,554㎡ 地上3階 平成15年 継続使用

現 況 配 置 図

本八戸駅

（JR八戸線）

八戸市立江陽中学校

八戸工業高等学校
工業高校前

(南部バス)
国道45号線

改 築 計 画 配 置 案
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１　事業目的

　　八戸工業高等学校の特別教室棟および特別・普通教室棟の校舎（以下「既存校舎」とい

　う。）は竣工後50年以上を経過し、老朽化していることから改築することとしている。

　　新たな校舎（以下「新校舎」という。）の建設に当たり、今後の設計、工事の実施に先

　立ち、敷地における建築条件の制約や建築基準法等による法的制限などを確認し、施設の

　配置、整備スケジュール、概算費用等について整理した改築基本計画を策定する。

２　新校舎の整備基本方針

　　八戸工業高等学校の教育目標を達成できる魅力ある学校づくりを目指し、以下の方針

　により整備する。

（１）「人が集い、輝く」学び舎

　　○　地域に愛され、通いたくなる学校

　　○　交流を通じて成長できる学校

（２）「学びの意欲に応える」学び舎

　　○　一人一人の学びの意欲に応える多様な学習環境

　　○　情報化や国際化などの時代の要請に対応した教育ICT環境

（３）「安全・安心で快適な」学び舎

　　○　災害時や通学時の安全性の確保

　　○　良好で快適な生活環境

　　○　安全・安心な地域の避難所

（４）「自然と共生する」学び舎

　　○　カーボンニュートラルへの貢献

　○　施設のライフサイクルを通じた環境負荷の低減

【八戸工業高等学校の教育目標】

「自ら学ぶ意欲と主体的に探究する力を養い、新しい時代を切り拓く力を備えた人間を

　育成する。」

「個性を伸長し、豊かな教養を身につけた、健康ではつらつとした創造性豊かな人間を

　育成する。」

「技術・技能と技術者倫理を身につけ、豊かな心をもつ人間を育成する。」

「将来、工業の中核を担える技術者を育成する。」
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３　計画条件の整理

３－１　立地条件

①　敷地面積 21,870㎡

②　現　　況 八戸工業高等学校

③　位　　置 八戸市江陽１丁目地内

④　周辺環境　 本八戸駅（JR八戸線）より徒歩15分

工業高校前（南部バス）から徒歩1分

【八戸工業高等学校の位置図】（出典：国土地理院）

本八戸駅

（JR八戸線）

八戸市立江陽中学校

八戸工業高等学校
工業高校前

(南部バス)国道45号線

2



【建築基準法チェックリスト】

項目 法 令

法22条区域 22 建築基準法第22条区域

特殊建築物 27 107～115の2 耐火建築物又は準耐火建築物

採光：教室1/5　その他1/20

換気：1/20

天井高 36 21,22 2.1m以上

階段 36 23～27 幅：140ｃｍ以上

蹴上：18ｃｍ以下

踏面：26ｃｍ以上

階段高さ　3ｍ以内ごとに踊り場の設置

直通階段 35 120～121の2 居室から直通階段までの歩行距離50ｍ

廊下幅 35 119 両側居室　2.3ｍ

片側居室　1.8ｍ

敷地内通路 35 128 1.5ｍ以上

防火区画 36 112 面積区画500㎡毎、竪穴区画

114条区画 114 防火上主要な間仕切り壁の設置

内装制限 35の2 128の4､128の5 学校は制限なし

ただし、無窓居室及び火気使用室は準不燃以上

非常用進入口 35 126の6､126の7 3階以上

避雷設備 33 129の14～15 建物高さ＜20ｍのため不要

排煙設備 35 126の2～3 学校等に属するため不要

非常用照明 35 126の4～5 学校等に属するため不要

道路 42 131の2 東側道路　幅員6ｍ　　※1項1号道路

用途地域 48 第一種住居地域

容積率 52 200%

建蔽率 53 60%

敷地面積の最低限度 53の2 対象外

外壁後退距離 54 対象外

高さの制限 55 対象外

道路斜線 56 斜線規制　1.25　　　　適用距離　20ｍ

隣地斜線 56 1.25の斜線規制に20ｍを加えた高さ

北側斜線 56 131～135の5 1.25の斜線規制に10ｍを加えた高さ

日影規制 56の2 建物高Ｈ＞10ｍ 5時間－3時間（測定面4.0ｍ）

主な適用条項
内容

居室の採光・換気 28
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【その他の関係法令・条例】

用途区分：高等学校

必要消防設備：

・誘導標識

・消火器具（Ａ≧300㎡）

・自動火災報知設備（Ａ≧500㎡）

・消防機関へ通報する火災報知設備（Ａ≧1,000㎡）

・屋内消火栓(準耐火構造Ａ≧1,400㎡、耐火構造Ａ≧2,100㎡)

・避難器具（3階以上）

青森景観条例 高さ　　Ｈ＞13ｍ 建築面積　Ａ＞1,000㎡

青森県福祉のまちづくり条例 特定施設　（届出不要）

特定建築物（高等学校）　　　努力義務

特定建築物（高等学校）　　　努力義務

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 学校　Ａ≧2000㎡　BEI≧0.8　適合義務

特定建築物(特定用途：学校に使用される延床面積≧3,000㎡)

の場合適用

青森県建築基準法施行条例 第３条（災害危険区域）及び第４条（がけ）への適用なし

都市計画法第29条に基づく開発行為 対象外

下水道法 処理区域

法第4条第1項により3,000㎡以上の区域を掘り起こす際は届け

出が必要。

　

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す
る法律

建築物における衛生的環境の確保に関する法律

土壌汚染対策法

消防法

内容法名称

4



【ハザードマップ】

八戸工業高等学校敷地のハザードマップ（八戸市作成）の状況についてまとめる。

・津　　波： 基準水位5.0～10.0ｍ未満の区域に指定されている。（津波指定ビル非指定）

・土砂災害： 対象区域外

・洪　　水： 浸水深0.5～3.0ｍ未満の区域に指定されている。（2階以上が指定緊急避難場所）

・そ の 他： 指定緊急避難場所に指定されている。

（計画、工事に対して特に制約は無し）

（八戸市津波ハザードマップより）

３－２　計画概要

（１）地域地区概要

都市計画区域内　　市街化区域

用途地域（第一種住居地域）

60%

200%

5時間－3時間（測定面4.0ｍ）

建築基準法第22条区域

（２）法規制条件

　次の関係法令等を適用する。

　なお、基本設計及び実施設計時に関係部署と再度協議・確認を行うこと。

・都市計画法

・建築基準法

・消防法

・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

・建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

・建築物における衛生的環境の確保に関する法律

・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律

・大気汚染防止法

・土壌汚染防止法

・学校教育法

・高等学校設置基準

・青森県福祉のまちづくり条例、施行規則

・その他諸法令、諸基準及び指導要領

防火指定

都市計画区域

種　　類

建ぺい率

容積率

日影規制

計画地
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３－３　施設の概要

　　改築後の主な施設の概要は下表のとおり。

構造
延床面積
または

施設規模
階数

6,800㎡程度

特別・普通教室棟 RC造 6,800㎡程度 地上4階

　主な既存施設の概要及び本基本計画での対応は下表のとおり。

構造 延床面積 階数 対応

RC造 1,717.55㎡ 地上3階 令和5年2月 継続使用

S造 1,474.00㎡ 地上4階 令和4年1月 継続使用

RC造 2,147.28㎡ 地上3階 継続使用

RC造 94.20㎡ 地上1階 昭和46年3月 解体

RC造 2,059.20㎡ 地上3階 昭和46年3月 解体

RC造 3,337.08㎡ 地上3階 昭和45年3月 解体

RC造 4,157.90㎡ 地上4階 昭和53年10月 継続使用

RC造 1,117.17㎡ 地上3階 昭和49年5月 継続使用

S造 135.84㎡ 地上1階 平成15年3月 継続使用

RC造 2,554.63㎡ 地上3階 平成15年3月 継続使用

S造 766.77㎡ 地上1階 昭和52年8月 継続使用

【その他の施設】

階数 対応

CB造 6.00㎡ 地上1階 令和2年2月 継続使用

S造 70.0㎡ 地上1階 昭和53年3月 解体

S造 272.30㎡ 地上1階 昭和53年10月 継続使用

S造 391.30㎡ 地上1階 平成3年3月 継続使用

S造 21.27㎡ 地上1階 昭和54年1月 継続使用

CB造 2.30㎡ 地上1階 継続使用

S造 48.60㎡ 地上1階 昭和45年11月 継続使用

【Ｒ６年度現在の教職員数、生徒数】

【施設以外の整備概要】

平面、屋根無し、白線

80 人

630 人

710 人

教職員数

生徒数

計

施設名 施設規模 主な整備内容等

115台駐車場

主な諸室等

電気機器実習室、切削加工実習室、
化学実験室、視聴覚室

施設名

新校舎

完成年

車庫

土木棟（渡廊下含む）

渡廊下5

第一体育館

第二体育館

特別教室棟

産振棟

施設名

管理棟

特別・普通教室棟（B棟）

西渡廊下（機械室含む）

普通教室棟

渡り廊下1

令和7年12月予定

計画人数

柔剣道場

施設名

ガスボンベ庫

受水槽室

八戸工業高等学校

施設規模 完成年

ガスボンベ庫

倉庫

機械・鋳造実習室

不明
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【八戸工業高等学校の現況配置図】
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【既存高圧引込線、給排水管路整備状況】
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４　　建築基本計画

４－１　配置計画

（１）配置計画

　　　特別・普通教室棟の配置については、工事期間中の仮設校舎が不要で、教育活動への影

　　響を最小限に抑えることができ、更に、スケジュール及びコスト面でのメリットが大きい

　　既存校舎を利用しながらの『居ながら工事』が可能となるよう既存普通教室棟解体跡地に

　　配置し、継続使用する西渡廊下棟に接続することとした。

　　　この配置計画により、校門から校舎までのゆとりあるアプローチ空間と平面空地の確

　　保が可能となり、より安全な敷地内動線計画と十分な駐車場の確保が可能となる。

【概要配置イメージ図】

【概要配置イメージ図】
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（２）新校舎配置の比較検討
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（３）新校舎配置詳細比較

・順次建替えを行う計画 ・1度の改築を行う計画

・2棟からなる構成のため、整備工期が長く ・2棟を1棟にまとめた構成のため整備工期

必要となる 短縮が見込める

・分散された駐車場区画ではあるが、余裕 ・ある程度まとまった駐車場区画で大きく

がある 余裕がある

・特別・普通教室棟は片廊下 ・4階建かつ中廊下での構成のため、必要

面積をコンパクトに集約可能

・明るさが必要な室は南向き、そうでない ・明るさが必要な室は南向き、そうでない

室は北向きとなる 室は北向きとなる

・特別・普通教室棟は片廊下であるため

南側居室が多く取れる

・普通教室棟から特別・普通教室棟まで ・普通教室棟からは若干距離がある

は移動時間がかかる

・生徒昇降口からは離れた位置となるため ・生徒昇降口に面しているため、生徒登校

生徒登校時の対応が難しい 時の対応がしやすい

・管理棟と近接するため、来客者対応は ・管理棟からの来客者対応は若干距離が

比較的しやすい ある

・工程毎に大きな動線変更はない ・工程毎の動線変更がない

・各工程に合わせて切替が必要 ・各工程に合わせて切替が必要

・昇降口と隣接するため安全性に十分配慮 ・昇降口と隣接するため安全性に十分配慮

が必要 が必要

・既存棟に隣接するため狭溢となる ・既存棟に隣接するため狭溢となる

・普通教室棟南側を工事利用するため、 ・普通教室棟南側を工事利用するため、

産振棟南側など教職員用の代替駐車場 産振棟南側など教職員用の代替駐車場

の配慮が必要 の配慮が必要

・既存供給位置と大差ない ・既存供給位置と大差ない

・合計7年想定 ・合計5年想定

・解体と建設を順次行うため、整備完了まで ・工期短縮による経費削減を図ることが

最長となり費用も増大 可能

・2棟からなる構成のため、共有部分の面積が ・2棟を1棟にまとめた構成のため、共有部分

増となる 面積が減となる

・完成時の建物形状や棟配置及び将来計画 ・完成時の建物形状や棟配置及び将来計画

性に配慮されたものとなるが、工期が長 性に配慮され、現状敷地内での建替えと

く、建設費も比較的高額となる しては工期、建設費を比較的抑えられる

計画となる
総評

工事動線

工事スペース

インフラ、設備に
ついて

工期

建設コスト

学習環境

管理諸室環境

既存棟への影響

Ａ案 Ｂ案

○ ○

○ ○

○ ○

◎ ◎

○ ◎

△ ○

○ ◎

△ △

○ ○

計画案の特徴

○ ◎
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（４）外構計画

・現在の昇降口を整備の上メインの出入口として利用する計画とする。

・徒歩や自転車での登校の生徒と教職員や送迎等の車両の動線が交差しない計画とする。

・駐車場は職員用80台程度、来客用を35台程度想定のうえ整備する。

・既存校舎解体により現況より広くなるアプローチを利用して、送迎車両の展開路を整備する。

・生徒昇降口付近には屋外用時計を整備する。

・既存特別・普通教室棟（Ｂ棟）壁面に設置しているＬＥＤ投光器を新設棟壁面に移設し、

　不足部分については外灯を計画する。
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４－２　施設計画

　校舎の諸室及び設備について、下表のとおりと想定し検討した。

1室当たり 計

普
通

教
室

選択教室 3 68 204 2.7 全

計測実習室（ネットワーク実習室） 1 130 130 2.7 土木・建築

電気機器実習室（１） 1 137 137 直天井 電気

電気機器実習室（２） 1 88 88 直天井・外部搬入口 電気

電気機器実習室（３） 1 35 35 直天井・外部搬入口 電気

工作・工事実習室（１） 1 100 100 2.7 電気

計測実習室（１） 1 65 65 2.7 電気

自動制御実習室 1 58 58 2.7 電気

電子機器実習室 1 92 92 2.7 電気

高圧実験室 1 65 65 直天井 電気

切削加工実習室・工具倉庫 1 180 180 直天井・外部搬入口 材料

材料実験実習室 1 90 90 2.7 材料

溶接実習室・材料倉庫 1 113 113 直天井 材料

セラミックス実習室 1 90 90 2.7 材料

工業分析実習室（１）・器具庫 1 135 135 2.7 材料

工業分析実習室（電子顕微鏡） 1 45 45 2.7 外窓不要 材料

熱処理実習室 1 90 90 2.7 材料

物理や金計測実習室 1 90 90 2.7 材料

金属組織実習室 1 80 80 2.7 材料

工作・工事実習室（２） 1 127 127 2.7 電子

プログラミング実習室 1 123 123 2.7 電子

計測実習室（２）・準備室 1 132 132 2.7 電子

計測実習室（３）・器具庫 1 135 135 2.7 電子

製図教室（電算実習室） 1 103 103 2.7 電子

化学実験室 1 97 97 2.7 全

化学準備室 1 32 32 2.7 全

美術室 1 65 65 2.7 全

美術準備室 1 65 65 2.7 全

生徒指導室 3 40 120 2.7 全

生徒会室 1 65 65 2.7 全

物理実験室 1 97 97 2.7 全

物理準備室 1 32 32 2.7 全

書道室 1 65 65 2.7 全

書道準備室 1 32 32 2.7 全

視聴覚教室 1 112 112 2.7 全

視聴覚教準備室 1 6 6 2.7 全

放送室 1 12 12 2.7 全

使用
学科

特
別
教
室

実
習
室

天井高
（ｍ）

備考室名 室数
想定面積（㎡)
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職員室（電気科） 1 50 60 2.7 電気

職員室（材料技術科） 1 67 67 2.7 材料

職員室（電子科） 1 60 50 2.7 電子

職員室（渉外部） 1 65 65 2.7 全

職員室（生徒指導室） 1 80 80 2.7 全

職員室（情報システム） 1 49 49 2.7 全

ソフト保管庫 1 11 11 2.7 全

サーバー室 1 7 7 2.7 全

女子更衣室 1 32 32 2.7 全

廊下・階段・便所・ＰＨ等 3,072 2.5 全

渡廊下 1 10 10 2.5 全

合計 6,800

共
用

部
分

管
理
諸
室
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４－３　建築計画

（１）平面計画

　①　全体的な方針

　日照、採光、通気、換気、室温、音の影響等に配慮した良好な環境条件の確保に留意

して計画し、また、建物を４階建てとし、建築面積をコンパクトにし、水平移動が少な

く利便性の良いバリアフリーに対応した施設とする。

　②　特別・普通教室棟

　生徒の学習及び生活の場として豊かな人間性を育成することができるよう、選択教室

は全室南側採光とし、廊下面には通風のための窓を設けることで良好な環境条件を確保

する。

　管理部門は主に１階に集約し、教職員の管理・作業効率の向上を図る。

　多種多様な面談や相談に対応するためプライバシー保護可能な室を確保する。

　　　各特別教室は各分野の特別教室群の連携に配慮した構成とする。

　　　電気・電子・材料技術の課題研究において、探究的な学習や研修等への参加による深

　　い学びに繋げるためのプログラムを支援できる施設づくりを行い、特色・魅力ある高等

　　学校づくりを推進する。

　　　西渡り廊下と接続する渡り廊下は４階建てとし、スムーズな教室移動が可能となるよ

　　う計画する。

　③　共通空間

　廊下、階段等は安全かつ円滑な動線としての機能を確保できるよう配置等を工夫し、

ゾーニング及び設備により防犯性を高め、安心感のある施設環境を整備する。

　便所は生徒の分布の状況及び動線を考慮するとともに、衛生環境改善の観点から乾式

を採用する。

　また、社会の変化に対応するため、ＩＣＴや将来の間仕切り変更に対応できる計画と

　　する。
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【平面ゾーニング】

　　配置ゾーニングＢ案を基に、各棟の役割と諸室数や面積規模、立体的構成を踏まえ、

　平面ゾーニングを各階毎に行い以下に提示する。
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【断面検討】

　　選択教室は学習環境や多様性を重視し、特別教室は空調効率や照明効率に配慮した天井高

　を設定する。

　　各実習室は実習内容や実習機器に応じた天井高を適宜確保する。

　　西渡廊下は旧校舎棟の階高に合わせて1～3階は3.8mであり、令和3年度以降に建設された

　管理棟及び普通教室棟は階高を4mとしているため、特別・普通教室棟を同階高と仮定した

　場合に1/12以下のスロープでの接続が必要となる。

17



（２）内外装計画

　①　全体的な方針

　教育の場として、地震、暴風、降雨、積雪、落雷等の災害や、火災、事故、事件等に

対して十分な防災性、防犯性、安全性等を備えた施設とする。

　生徒の人体寸法、動作寸法及び行動特性等に配慮し、日照、採光、通気、換気、室温、

音の影響等の良好な環境条件の確保に留意しつつ、照明設備や冷暖房設備、換気設備等

を組み合わせ、良好な温熱環境及び衛生環境のもと、ゆとりと潤いを感じられる施設と

する。

　教育の場としてふさわしい雰囲気や外観を備え、地域の気候的条件を踏まえつつ、必

要とされる耐候性、耐用性等を備えた施設とする。

　②　外部仕上げ

　地域の景観等と調和した落ち着きのある雰囲気を備え、地域の気候的条件による影響

に対し十分な耐候性、耐用性等のある材質や工法等による仕上げとする。

　③　内部仕上げ

　生徒の活発な活動、家具、教育機器等の頻繁な移動等を考慮し、十分な安全性、強度

及び吸音性を持つ材料、工法とする。特に実験・実習等を行う室・空間の内部仕上げは、

光・音・熱等に関する必要な環境の確保に留意する。また、腰壁部分は特に汚れに強い

材料に配慮する。

　④　開口部

　採光、通気、換気等を効果的に行うことができる配置、大きさ、形式等とするととも

に生徒等の日常の活動において事故が発生することなく円滑に移動や開閉等を行う事が

でき、また地震、暴風等に対して脱落、破損等することのないよう、十分安全でかつ使

用しやすい構造、形式等とする。

　⑤　木材利用

　地場産材、県産材を壁、床、天井などの内装材や家具、建具などに積極的に採用する。
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４－４　電気・機械設備計画

（１）電気設備基本計画

・省エネルギー、環境対策、保全性、防災性、防犯性、将来計画に配慮するとともに、

　十分な安全性を確保するよう計画する。

・LED照明器具は室用途に配慮した形状とし、維持管理等を考慮した配置とする。

・更衣室や便所等は初期照度補正制御及び人感センサーによる在・不在制御を行う。

・設計照度は、青森県営繕設備設計要領・建築設備設計基準及びJIS照明基準により適

　正な照度を確保する。

・コンセントは用途に合わせて使いやすい位置に計画する。

・幹線系統は明確化し、管理を容易に行うことができるよう計画する。

・第一キュービクルに代わる、高圧受電用のキュービクルを地上に設置する。

・配電線路は地中埋設とし、将来の建替・増築に対応できるよう計画する。

・一人一台端末を活用したネットワーク構築を想定し、サーバーから各室までのLAN

  ケーブルの配管及び配線を計画する。

・スピーカー等は可聴範囲に留意し計画する。

・必要室にテレビ信号を送信する。

・テレビの電波障害の机上検討を行う。

・笠木部分に電熱線による融雪を計画する。

・火災報知器、スピーカー及び誘導標識は、消防法に準拠し計画する。

（２）機械設備基本計画

・省エネルギー、環境対策、保全性、防災性、防犯性、将来計画に配慮するとともに、

　十分な安全性を確保するよう計画する。

・凍害や雪害等が発生しないよう地域性を考慮する。

・水栓類は寒冷地仕様とし、手洗い部分は自動水栓（100V）とする。（災害時用に手動

  水洗も適宜設ける）

・大便器は暖房洗浄便座を備えた洋便器を基本とする。

・男子便所の小便器は壁掛け型自動洗浄タイプを設置する。

・１階は停電時対策として直結給水方式とし、2階から上は断水時対策として地上の受水槽

　からの加圧給水方式とする。

・必要室には湯沸器を設置する。

・汚水は市下水道本管へ接続し、排水する。

・必要室にはグリーストラップを設置する。

・寒冷地型空冷ヒートポンプマルチエアコンを新設して冷暖房を行い、便所等には凍結

　防止対策として電気パネルヒーターを設置する。

・常時人のいる普通教室、職員室等は、全熱交換機器による換気とし、その他は必要に

　応じた換気設備を設置する。

・換気口及び排気口は必要かつ十分な開口面積を確保するとともに保全性を考慮し、

　容易に清掃できる位置、開閉形式となるよう計画する。

・職員室に空調機器及び換気機器の集中制御盤を設置し、集中管理するとともに、個別

　管理もできるよう計画する。

・屋内消火栓設備、消火器による初期消火を計画する。

・救助袋等の避難器具は、通常の学校教育活動を妨げることのないように計画する。

排水設備

融雪設備

防災設備

項目

共通

項目

ﾃﾚﾋﾞ共同受信設備

内　　　容

電灯・ｺﾝｾﾝﾄ設備

幹線・動力設備

構内情報通信網
設備

拡声設備

受変電設備

内　　　容

衛生器具設備

給水設備

給湯設備

共通

空調設備

自動制御設備

避難設備

換気設備

消火設備
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（３）各種検討

【冷暖房方式の比較検討】

冷房機

暖房機

制御性 ○ 中央制御 ◎ 各系統・各室での個別運転 ◎ 各系統・各室での個別運転

安全性 ○
構内は温⽔配管のため⽕災
リスク⼩

△
室内で直⽕使⽤のため⽕災
等のリスク⾼

◎
全電化のためか⽕災等のリ
スク⼩

温環境 ○
暖房機側と反対側とに温度
差あり

△
温⾵式のため吹き出し⼝付
近が⾼温

○ 上下に温度差が⽣じる

騒⾳ ○
PHはほぼ無⾳、FCVは運転
⾳あり

△
ＦＦからの着⽕⾳、燃焼
⾳、吹き出し⾳がある

○
室内機からの吹き出し⾳が
ある

意匠性 ○
暖房機は露出設置（奥⾏は
薄い）
EHPは天井埋込

△
暖房機は露出設置
EHPは天井埋込

◎ 天井埋込

廊下暖房 ○ 壁⾯設置可 △ 安全上不適 ◎ 天井埋込

機械室 ◎ 既存ボイラー室の利⽤ ○
オイルリフター、オイル
サーバー設置スペースは必
要

◎ 無し

設備附属設備 ○
循環ポンプ、膨張タンク、
屋外機

○ オイルサーバー ◎ 屋外機

外気低温時暖房 ◎
外気条件による能⼒低下は
ない

◎
外気条件による能⼒低下は
ない

○
寒冷地型により外気低温時
の能⼒低下⼩

保守管理 △
ボイラー及びオイルタンク
の定期点検必要

△ オイルタンクの点検必要 ◎ 容易

各機器への配管 ○ 油・温⽔配管 ○ 油配管 ○ 冷媒管

耐久性 ○
燃焼がある為⽐較的短寿命
（耐⽤年数12年程度）

△ 耐⽤年数10年程度 ◎
寿命（耐⽤年数15年程度）

届出の有無 ◎
地下オイルタンク既設のた
め不要

◎
地下オイルタンク既設のた
め不要

◎ 不要

電⼒平準化 ○ 冬期の平準化には寄与 ◎ 冬期の平準化には寄与 △
昼間電⼒使⽤のため、平準
化には貢献しない

省エネルギー性能
（モデル法）

○ 0.9程度 △ 1.0程度 ◎ 0.5程度

ZEB化対応 △ 難あり △ 難あり ◎ 対応可能

イニシャルコスト ○
冷房機器・暖房機器が別機
器、共⽤部天井裏・1階床下
に配管スペースが必要

○

冷房機器・暖房機器が別機
器、設置部の整備、安全
ガードの落雪対策、スリー
ブ

○
冷房機器・暖房機器が同
⼀、⼤型キュービクルが必
要、主装置が不要

ランニングコスト ○ 最も安価 △ ⽐較的⾼価 △ ⽐較的⾼価

運
転
性

保
守
性

環
境
性

経
済
性

総合評価（ZEB化優先） ZEB不可のため△ ZEB不可のため△ ◎

機
器

⼀般型マルチエアコン
（電気）

⼀般型マルチエアコン
（電気）

寒冷地型空冷マルチエアコン
（電気）

FCV・パネルラジエーター
（A重油ボイラー、温⽔循環）

ＦＦ式⽯油暖房機
（灯油、局所式）

寒冷地型空冷マルチエアコン
（電気）

⽐較内容 これまでの⼀般的なシステム システム案Ａ システム案Ｂ
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【自然エネルギーの活用】

　令和３年５月１日に時点の文部科学省の調査では、高等学校の再生可能エネルギー設備等の設

置数等の設置数は以下の通りとなっている。（　）内の数値は青森県のものとなる。

高等学校 1,110(12) 74（1） 51（0） 33（0） 9（0） 0（0） 3（0） 1（0）

　全国的に見ても太陽光発電設備の設置件数は多いものの、他の設備等については設置数が伸び

ていない事から、太陽光発電設備設置に関する考察を行う。

・　文部科学省によると20kWの太陽光発電設備を学校に導入することにより一校当たり年間電力

　需要を12 27％削減できるとの試算があるが、積雪のある青森県北部、西部では冬期の発電量

　がほぼ見込めないため年間を通しての有効性、費用対効果は望めない。

・　昇降口等に現在の発電量等を表示することは、啓蒙的に環境教育や持続可能な社会づくりに

　貢献する人材育成に寄与すると考えるが、上記のとおり必ずしも有効な設備であるとは言えな

　いのが現状である。

　（太陽光発電設備10kWを設置した場合の概算費用）

・太陽光発電設備10kW（屋上設置） 1,700 万円

・関連電気設備工事 220 万円

・蓄電池設備 16.9kW 2,400 万円

　太陽光発電設備10kWの発電量を具体例で示すと、発電効率70％、照明器具の消費電力を40Wと

仮定した場合、普通教室15室の電灯の点灯分となる。

　なお、本基本計画においては産振棟屋上に太陽光発電装置が既設であることから、新規導入は

行わないこととする。

※参考

再生可能エネルギー設備等の設置状況（文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部施設助成課）

太陽光の恵みを子どもたちが学び育むために　 学校への太陽光発電導入ガイドブック （文部科学省大臣官房文教施設企画部）

太陽光発
電設備

風力発電
設備

太陽熱利
用設備

その他

バイオマ
ス熱利用

設備

地中熱利
用設備

燃料電池
雪氷熱利
用設備

小水力発
電設備
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【給水方式の比較検討】

◎
北側道路の⽔道本管
より75mmで引き込
み、分岐

◎
北側道路の⽔道本管
より75mmで引き込
み、分岐

◎
北側道路の⽔道本管
より75mmで引き込み

◎
北側道路の⽔道本管
より75mmで引き込み

⽔圧 △ 地域格差あり ○
増圧ポンプにより調
整可能

○
加圧ポンプにより調
整可能

◎ 重⼒利⽤のため⼀定

給⽔量 ○
本管からの給⽔能⼒
に依存

○
本管からの給⽔能⼒
に依存

◎
受⽔槽容量により調
整可能

◎
受⽔槽容量により調
整可能

階数制限 ○
基本的に２階建てま
で、⽔圧により３階
も可

○ ３ ５階建てへ対応 ◎ ⾼層階にも対応 ◎ ⾼層階にも対応

設備置場 ◎ 少ない ○
増圧ポンプ設置ス
ペースが必要

△
受⽔槽・加圧給⽔ポ
ンプ設置スペースが
必要

△
受⽔槽・⾼架⽔槽・
揚⽔ポンプ設置ス
ペースが必要

騒⾳ ◎ 少ない ○
使⽤時に減圧程度に
より運転した際発⽣

○
減圧程度により運転
した際発⽣

○
⾼架⽔槽の⽔位低下
により運転した際発
⽣

振動 ◎ 少ない ○
使⽤時に減圧程度に
より運転した際発⽣

○
減圧程度により運転
した際発⽣するが程
度は低い

○ 主管周辺にのみ発⽣

停電時対応 ◎ 給⽔可能 ◎
給⽔可能（上階は⽔
圧低下）

△
給⽔不可、受⽔槽の
出⽔は可能

◎
⾼架⽔槽分給⽔可
能、受⽔槽の出⽔可
能

断⽔時対応 △ 給⽔不可 △ 給⽔不可 ○
受⽔槽分の給⽔が可
能

◎
⾼架⽔槽、受⽔槽分
の給⽔が可能

イニシャルコスト ◎ 安価 ○ ⽐較的安価 △ ⽐較的⾼価 △ ⾼価

ランニングコスト ◎ ⽔道使⽤量のみ ○ ポンプ使⽤量 △
ポンプ使⽤量・受⽔
槽清掃点検費

△
ポンプ使⽤量・受⽔
槽、⾼架⽔槽清掃点
検費

総合評価

 既存校舎の給⽔設備は受⽔槽＋加圧給⽔⽅式となっており、管理棟の⼀階は⽔道直結⽅式となっている。
 増圧給⽔⽅式は設計・協議の上採⽤不可となる可能性もあり、周辺が住宅地であり当敷地内での⼀時的な⼤量
使⽤による⽔道本管の⽔圧低下を避けるため、本計画では１階は直接給⽔⽅式を、２階以降は受⽔槽を設けた加
圧給⽔⽅式を採⽤することにより災害時にも対応可能な⽅式とする。

左記により基本的には可
である。但し相当量の使
⽤量が想定されるため使
⽤量や⽔圧を算定し、⽔
道部と協議の上採⽤可否
が決定する。

左記⽅式に⽐べイニシャ
ルコスト、定期点検、清
掃費⽤などランニングコ
ストも増となる。

左記⽅式に⽐べイニシャ
ルコストがより最も⾼
く、定期点検、清掃費⽤
などのランニングコスト
もより⾼くなる。

評 価 ◎ ◎ ◎ △

直結給⽔を原則許可して
いる。但し相当量の使⽤
量が想定されるため末端
⽔圧等を算定の上、実施
の際は再度⽔道部と協議
が必要。

現在の引き込み状況からの対応

特
性

防
災
性

経
済
性

その他

⽅式 ⽔道直結⽅式 増圧給⽔⽅式 受⽔槽＋加圧給⽔⽅式 ⾼架⽔槽⽅式

特徴
上⽔道本管からの圧⼒で給
⽔する⽅式

直結給⽔を増圧ポンプによ
り上層階にも給⽔可能とす
る⽅式

受⽔槽から加圧ポンプによ
り給⽔する⽅式

受⽔槽から揚⽔ポンプで⾼
架⽔槽へ貯⽔し、重⼒によ
り給⽔する⽅式
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５　構造・環境性能基本計画

５－１　耐震安全性

　新校舎の構造では、生徒が１日の大半を過ごす学習、生活等の場であることを考慮し、十分な安全性を確

保するとともに、使用する構造材料は耐久性及び経済性を考慮して適切なものを選定する。

　また、天井や照明器具等の非構造部材については、落下・破損等の防止に十分配慮する。

　なお、「官庁施設の総合耐震・津波計画基準（平成２５年　国土交通省大臣官房官庁営繕部）」における

耐震安全性の分類について、構造体は「Ⅱ類」、建築非構造部材は「Ｂ類」、建築設備は「乙類」として計

画する。

【耐震安全性の分類】

部位 分類

Ⅰ類

Ⅱ類

Ⅲ類

A類

B類

甲類

乙類

５－２　構造計画

（１）基礎構造

　基礎構造については今後行われる敷地測量、地質調査等に基づき、建築物の配置、規模、構造種別、耐震

性能等を考慮のうえ工法を決定する。なお、工法については騒音、振動、沈下、土質・水質汚染等、敷地周

辺に有害な影響を及ぼすことのないものを選定する。

　本基本計画では平成30年度の柱状図から判断する。

　地盤状況は比較的悪く、建設予定位置においても同様のボーリング調査結果になると考えられる。

　これらのデータにより、砂地盤で地下水位が高いことから液状化の可能性があり摩擦杭での検討は難しい

ことから、支持杭での比較検討を行った。

建築設備

大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られているとともに、
大きな補修をすることなく、必要な設備機能を相当期間継続できる。

大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られている。

耐震安全性の目標

構造体

大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できることを目標と
し、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られている。

大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく建築物を使用できることを
目標とし、人命の安全確保に加えて機能確保が図られている。

大地震動により構造体の部分的な損傷は生じるが、建築物全体の耐力の低下
は著しくないことを目標とし、人命の安全確保が図られている。

建築非構造部材

大地震動後、災害応急対策活動等を円滑に行ううえ、又は危険物の管理のう
えで支障となる建築非構造部材の損傷、移動等が発生しないことを目標と
し、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られている。

大地震動により建築非構造部材の損傷、移動等が発生する場合でも、人命の
安全確保と二次災害の防止が図られている。
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【杭工法の比較検討】

杭工事費

残土処理費 0 m3 471 m3

小計

　平成30年西渡廊下・管理棟・普通教室棟改築設計時に行われたボーリングデータを基に検討を行う。

　杭工法の選定については、既存施設を利用しながらの 『居ながら工事』であり、工事区域にも空地的余裕

がないため大型重機を要する施工方法は対象外として上記2工法の検討を行ったところ、最も経済性に優れた

プレボーリング拡大根固め工法が候補となる。

　なお、実施設計においては、建設予定地の地質調査データを踏まえ、改めて検討・比較する必要がある。

【参考ボーリングデータ位置図】

周辺環境への配慮

工期

納期

○

△

・低騒音、低振動工法
・残土処理不要

・低騒音、低振動工法
・残土、汚泥処理必要

○

△

経済性

金
額

228,780,100                              

×

0

228,780,100                              

7,065,000

○

159,861,100                            

152,796,100                            

工法

Type

鋼管杭回転貫入工法 PHC杭プレボーリング拡大根固め工法

杭長

杭本数

先端杭形状

杭軸径

羽根状

φ318.5～406.4

10m

172本 44本

24m

φ500・600

先端節付きストレート杭

基礎形式

Ａ

支持杭 支持杭

Ｂ
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（２）構造種別の比較

　青森県公共建築物長寿命化指針で定める目標使用年数（88年）を鑑み、遮音性に優れ、素材の持つ基本

的な耐火性や耐久性が優位であり、長寿命化対応が比較的容易である「鉄筋コンクリート造」とする。

　設計においては気候的条件や地理的特性等の環境条件による影響を鑑み、将来の施設機能の変化に対応

するため、構造体自体の耐久性を高めるとともに内部区画・仕上げ等の部分は構造体と分離する等、長期

間有効に使用できる建物を計画する。建築工事標準仕様書・同解説　JASS5　鉄筋コンクリート工事におけ

る設計基準強度は超長期36N/㎜2以上を目指すこととする。

　鉄骨鉄筋コンクリート造はコスト面で劣ることが明確であるため、鉄筋コンクリート造・鉄骨造・木造での

比較検討を行う。

【構造種別比較表】

項目

特徴

耐火性

遮音性

耐久性

ﾛﾝｸﾞｽﾊﾟﾝ

資材納期

費用

工期

環境性

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性

学校建築への
適合性

低層建築物として主流であ
り、学校建築への事例も多
い。
堅牢性、耐火性、耐久性に優
れるが、自重が大きいため杭
基礎への負担が大きい。

学校建築としての事例はほと
んどない。
スパン長が長いため柱本数を
減らすことができ、杭本数の
低減も可能。

学校建築としての事例は近年増
加傾向にある。
一般流通品である規格製材を用
いることでコストを抑えること
は可能であるが、納まりの標準
化等課題がある。

◎　比較的容易 ○　必要 △　定期的に必要

△　比較的長い ◎　比較的短い ◎　比較的短い

○　再生砕石等 ○　鉄スクラップ ◎　優れている

○　比較的安定 △　部材による △　部材による

○　1.00（基準）
◎　0.95（市場変動の影響
大）

△　1.55（木質ハイブリッド）

○　PRC梁の採用 ◎　比較的容易 △　トラス構造等の採用

◎　優れている ○　比較的振動等がある ○　設計時の配慮が必要

◎　優れている ○　比較的優れている ○　比較的優れている

遮音性能・防振性能及び堅牢
性・耐火性・耐久性に優れて
いる。通常柱間隔が広く取れ
ず、自重が大きいため杭基礎
への負担が大きい。
また、遮音性に優れており界
壁間の遮音性能は勿論、上下
階の遮音性能についても他工
法に比べ優れている。
リノベーションに対しての自
由度は低い。

工場制作及び外壁の乾式工法
により、工事期間は比較的短
い。比較的振動は伝わりやす
く、低層の場合部材コストが
割高になる。
軽量化に優れているが遮音性
能は低く、遮音に特化した詳
細設計が必要となる。
リノベーションについての自
由度は他工法に比べ高いが、
外装材目地のシーリング改修
費等の定期的な修繕費を見込
む必要がある。

建物自重が軽く、架構方式に
よっては柱スパンを広くとれ
る。材料確保や納まりの標準化
等課題は多く、コストが割高に
なる場合もある。
構造体をそのまま温かみのある
仕上材として利用出来るが劣化
対策が必要であり、また筋交い
などの配置もリノベーションを
意識した計画としなければなら
ない。

◎　耐火構造 ○　耐火被覆等が必要 △　特殊工法の採用

主架構

・ラーメン架構及び耐震壁 ・純ラーメン架構形式が可能
・大断面集成材やトラス構造の
採用により大スパン構造も可能

・標準スパン10ｍ以下
・大スパン構造の構成には極
めて有利

・耐火性能の違いにより、高さ
や面積に制限がある

・ロングスパンにはPRC梁で
対応可

鉄筋コンクリート造 鉄骨造 木造
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５－３　環境性能の確保

　2020年10月、政府は「2050年カーボンニュートラル」の実現を宣言しており、また翌2021年4月にはカー

ボンニュートラルの実現に向けた2030年目標として、温室効果ガスを2013年度比で46％削減することを目指

し、さらに50％の高みに向けて挑戦を続けていくことを宣言している。

（１）ZEB

　建築物に関しては「地球温暖化対策計画」（2021年10月改定）において省エネ対策の強化を図ること

とされ、2030年に目指すべき建築物の姿として『新築される建築物についてはZEB基準の水準』の確保を

目指すとし、あわせて公共建築物における率先した取組が求められている。

　本県においては、「第６期地球にやさしい青森県行動プラン」（2023年3月策定）により、「今後建築

を予定する新築事業については、原則ZEB Oriented相当以上とし、2030年度までに新築建築物の平均で

ZEB Ready相当となることを目指す」こととされている。

　本基本計画では、ZEB Ready認証取得を目指すこととし、今後の設計において、適切な省エネルギー手

法を検討するものとする。

　また、ZEB Ready以上を見据えた将来の更新性に配慮した機器や汎用品を選定し、太陽光発電、太陽

熱利用等再生可能エネルギー手法の機器設置、及び増設可能な計画の検討を行うとともに、パッシブ技

術やアクティブ技術、空調や給水などの配管を最短化するなどの効率化等の観点によりZEB実現のため

の検討を行う。

ZEB Ready

ZEB Oriented

※1 一次エネルギー消費量の対象は、平成28年省エネルギー基準で定められる空気調和設備、空気調和設備以外の

機械換気設備、照明設備、給湯設備及び昇降機とする（「その他一次エネルギー消費量」は除く）。また、計算方

法は最新の省エネルギー基準に準拠した計算方法又はこれと同等の方法に従うこととする。

※2 未評価技術は公益社団法人空気調和・衛生工学会において省エネルギー効果が高いと見込まれ、公表されたも

のを対象とする。なお、未評価技術のリストは、今後、評価方法の更新や未評価技術の実証結果等を踏まえつつ、

必要に応じて適宜見直すこととする。

出所）経済産業省資源エネルギー庁「ZEBロードマップ検討委員会とりまとめ」（平成27年12月）、経済産業省資源

エネルギー庁「ZEBロードマップフォローアップ委員会とりまとめ」（平成31年3月）より作成

以上、環境省ZEB PORTAL『ZEBの定義』より抜粋　　　　　 

（２）CASBEE

　エネルギー性能だけではなく資源循環や室内環境等も含めた総合的な環境性能を評価するシステムで

あり、特徴として環境負荷と環境品質の2つの評価軸として明確に分けて扱っている。

　本計画においては「Ｂ＋ランク（良い）」以上の認証取得を視野に入れ、今後の設計において、建築

物の総合的な環境性能の検討を行う。

ZEB Readyを見据えた建築物
として、外皮の高性能化及び
高効率な省エネルギー設備に
加え、更なる省エネルギーの
実現に向けた措置を講じた建
築物

以下の 及び の定量的要件を満たす建築物
 該当する用途毎に、再生可能エネルギーを除き、基準一次エ
ネルギー消費量から規定する一次エネルギー消費量を削減する
こと（※1）
A) 事務所等、学校等、工場等は40%以上の一次エネルギー消費
量削減
B) ホテル等、病院等、百貨店等、飲食店等、集会所等は30%以
上の一次エネルギー消費量削減
 「更なる省エネルギーの実現に向けた措置」として、未評価
技術（WEBPROにおいて現時点で評価されていない技術）を導入
すること（※2）

定性的な定義 定量的な定義（判断基準）

ZEBを見据えた先進建築物と
して、外皮の高断熱化及び高
効率な省エネルギー設備を備
えた建築物

再生可能エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費量から
50%以上の一次エネルギー消費量削減に適合した建築物
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６　整備スケジュールと概算費用

６－１　整備スケジュール

（１）工事順序の考え方

　新校舎建築に当たっては、既存施設を利用しながらの工事となることを踏まえ、以下①～⑤の

工事順序を計画した。

① 機械設備の切り回し工事（排水ルートの変更）後、特別・普通教室棟および受水槽・受変電

設備の整備を行う。

② 既存特別・普通教室棟（Ｂ棟）及び渡り廊下の解体を行う。

③ 既存特別・普通教室棟（Ｂ棟）の跡地及び昇降口前他の屋外環境整備を行う。

④ 既存特別教室棟（Ｄ棟）および受水槽室の解体を行う。

⑤ 既存特別教室棟（Ｄ棟）の跡地及び普通教室棟南側他の屋外環境整備を行う。

【工事順序の考え方　イメージ図※】

※新校舎の位置や形状はイメージ例として図示。
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【工事順序①　Ｒ１０～Ｒ１２　特別・普通教室棟改築】

　機械設備の切り回し工事（Ｄ棟排水ルート変更）を行う。

　特別教室棟（Ｄ棟）及び特別・普通教室棟（Ｂ棟）を統合した特別・普通教室棟の改築を行う。

　東側より工事車両を利用する。

　敷地狭隘のため、普通教室棟南側を資材置き場として利用する。

　受水槽及びキュービクルの改修を行う。

　完成後、仮使用認定の申請を行い、特別教室棟（Ｄ棟）および特別・普通教室棟（Ｂ棟）より

引越しを行う。

・

・

・

・

・

・
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【工事順序②　Ｒ１３　既存校舎棟等の解体】

　既存校舎である特別・普通教室棟（Ｂ棟）および渡り廊下の解体を行う。

　東側より工事車両を利用する。

　敷地狭隘のため、普通教室棟南側を資材置き場として利用する。

・

・

・
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【工事順序③　Ｒ１４　屋外環境整備】

　既存特別・普通教室棟（Ｂ棟）の跡地及び昇降口前他の屋外環境整備を行う。

　東側より工事車両を利用する。

　敷地狭隘のため、普通教室棟南側の一部を資材置き場として利用する。

・

・

・
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【工事順序④　Ｒ１５　既存校舎棟等の解体】

　屋外環境整備とともに、既存校舎である特別教室棟（Ｄ棟）および付属施設である受水槽室

（第一受変電設備含む）の解体を行う。

　北側より工事車両を利用する。

　敷地狭隘のため、普通教室棟南側の一部を資材置き場として利用する。

・

・

・
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【工事順序⑤　Ｒ１６　屋外環境整備】

　既存特別教室棟（Ｄ棟）の跡地及び普通教室棟南側他の屋外環境整備を行う。

　南側及び北側より工事車両を利用する。

　予定最終形を左に示す。

・

・

・
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（２）　スケジュール

　新校舎の整備スケジュールについては、本基本計画における整備内容検討や建設業における週休二日制の

積極的な推進等の動向を踏まえ、以下のとおり計画した。

【業務別整備スケジュール】

18ヶ月

計画通知 仮使用 完了

23ヶ月

12ヶ月

設計 工事

12ヶ月

設計 工事

特別・普通教室棟

特別・普通教室棟

　議会

2032年

4 7 10 1

令和14年

2032年

工事

令和14年

屋外環境整備工事
（Ｂ棟跡地他）

令和11年 令和12年

2029年 2030年

4 7 10 1 4 7 10 1

令和11年 令和12年

2029年 2030年

2033年

4 7 10 1

令和15年

2033年

令和15年

令和10年

既存特別・普通教室棟
（Ｂ棟）解体

設計

6
既存特別・普通教
室棟（B棟）解体

10 1

4
行政手続

（計画通知等）

5
特別・普通教室棟

他
改築

7 10 1 4 7

3
校舎改築設計業務
（基本、実施、解体）

1

2 地質調査業務

測量業務

7 10

2034年

4

令和16年

屋外環境整備工事
（Ｄ棟跡地他）

設計業務

特別・普通教室棟
他改築

工事　　

令和9年令和7年 令和8年

令和9年 令和10年

4 7 10 1 4 710 1 4

2025年 2026年 2027年 2034年2028年

発注準備

引越し

屋外環境整備
工事（Ｂ棟跡地他）

11 意図伝達業務

10 工事監理業務

7

（学校施設課）

8
既存特別教室棟

（D棟）解体

令和13年

2031年

設計

令和13年

2031年

9
屋外環境整備

工事（Ｄ棟跡地他）

（学校施設課）

4 7 10 1

既存特別教室棟
（Ｄ棟）解体

1

令和16年

2025年 2026年 2027年 2028年

令和7年 令和8年
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６－２　　概算費用

【校舎改築の参考工事費】

計画延床面積

想定工期

工事価格

Ⅰ 　建築工事

Ⅱ 　電気設備工事

Ⅲ 　機械設備工事

計

【既存校舎解体の参考工事費】

計

計画延床面積 5,560㎡程度

想定工期

工事価格

計 459,830,000

【屋外環境整備の参考工事費】

計

計画延床面積 7,000㎡程度

想定工期

工事価格

計 85,590,00050,400,000 35,190,000

3,700㎡程度 3,300㎡程度

（4週8休） 4 ヶ月 2 ヶ月

名      称 摘要
金  額　（円）

特別・普通教室棟（Ｂ棟）跡地他 特別教室棟（Ｄ棟）跡地他

177,820,000 282,010,000

（4週8休） 12 ヶ月 12 ヶ月

名      称 摘要
金  額　（円）

特別教室棟（Ｄ棟）他特別・普通教室棟（Ｂ棟）他

2,153㎡程度 3,407㎡程度

23 ヶ月

6,800㎡程度

屋外環境整備工事 ８千万円程度

（4週8休）

摘要

(建築新営)

(電気新営)

(機械新営)

3,542,000,000

781,846,859

664,441,938

2,095,711,203

４億６千万円程度

４０億７千万円程度

金  額　（円）

既存校舎解体工事

計

名      称
特別・普通教室棟

工事名

校舎改築工事

工事価格（税別）

３５億４千万円程度
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６－３　各種申請手続き

・計画通知申請

・構造計算適合性判定申請

・省エネ計算適合性判定申請

・仮使用認定申請

・省エネ計算適合性判定変更申請

・完了検査申請

・BELS評価認証申請（B種・標準入力表・単一用途）

・CASBEE評価認証申請（単一用途）

【　申請手続き　一覧　】

No. 面積
審査
期間

（月）
時期 備考

1 計画通知 6,800㎡程度 210,000 1 着手前

2 構造計算適合性判定申請 6,800㎡程度 640,000 ※ 1 計通時 1棟

3 省エネ計算適合性判定申請 6,800㎡程度 650,000 ※ 1 計通時 標準入力法

4 1件 120,000 － 完成時

5 完了検査申請 6,800㎡程度 160,000 －
解体完了

時
（中間検査なし）

6 ZEB認証（BELS）　B種 6,800㎡程度 724,790 ※

7 A4サイズ 2,200 ※

8 CASBEE評価認証 6,800㎡程度 495,000 ※ 3
竣工後3年

以内
単一用途

　　　※　提出機関により費用が異なるものを示す。

BELS屋内用プレート
発注事務手数料

ビューローベリタス
ジャパン(株)

仮使用認定申請

手数料
（円・税込額）

参考提出先

八戸市役所

㈱建築住宅センター

申請手続き名

ハウスプラス
確認検査(株)

標準入力法・
ZEB Ready・
単一用途
現地検査原則無し

ビューローベリタス
ジャパン(株)

時期不問

㈱建築住宅センター

八戸市役所

八戸市役所

1
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普通教室

選択教室１～３ ○ ○ ○ ○ ○

化学実験室 〇 〇 〇 〇 〇

化学準備室 〇 〇 〇 〇 〇

美術室 〇 〇 〇 〇 〇

美術準備室 〇 〇 〇 〇 〇

生徒指導室（生徒面談室）
小分けしたい部
屋

○ ○ 〇 ○ 〇

生徒会室 ○ ○ 〇 ○ 〇

物理実験室 ○ ○ 〇 ○ 〇

物理準備室 ○ ○ 〇 ○ 〇

書道室 ○ ○ 〇 ○ 〇

書道準備室 ○ ○ ○ ○ ○

計測実習室
（ネットワーク実習室）

プロジェクタは
天吊り

○ 〇 ○ 〇

視聴覚教室
プロジェクタは
天吊り

○ ○ ○ 〇 ○ 〇

視聴覚準備室 ○ 〇 ○ 〇

女子更衣室（生徒実習用） ○ ○ ○ ○ 〇

製図教室 電算実習室 ○ ○ ○ 〇

職員室１（渉外） ○ ○ ○ ○ ○ ○

職員室２（生徒指導・特活） ○ ○ ○ ○ ○ ○

職員室３（情報システム） ○ ○ ○ ○ ○

ソフト保管庫 ○

サーバー室 ○

廊下・階段・便所・PH等 ○ ○ ○

渡り廊下 ○ ○ ○

金
ゴ
テ

長
尺
塩
ビ
シ
ー

ト

具体名

壁

具体名

化
粧
ケ
イ
カ
ル
板

付
帯
施
設

シ
ナ
合
板
　
O
S
C
L

G
W
ボ
ー

ド

有
孔
シ
ナ
合
板

O
S
C
L

シ
ナ
合
板
　
O
S
C
L

P
B
＋
ビ
ニ
ル
ク
ロ
ス

O
A
フ
ロ
ア

金
庫
床

タ
イ
ル
カ
ー

ペ
ッ

ト

ラ
ワ
ン
合
板
＋
掲
示
板
ク

ロ
ス

有
孔
シ
ナ
合
板

O
S
C
L

巾
木

特
別
教
室

管
理
諸
室

　　　　　　　　　　区分

室名　　　　　　　　　”

備考 床

具体名

腰
壁

具体名

ビ
ニ
ル
巾
木

木
製
巾
木

タ
タ
ミ

フ
ロ
ー

リ
ン
グ

P
B
＋

メ
ラ
ミ
ン
化
粧
板

P
B
＋
E
P
ー

G

化
粧
ケ
イ
カ
ル
板

ビ
ニ
ル
タ
イ
ル

耐
凍
害
性
タ
イ
ル

タ
イ
ル

畳
寄
席

P
B
＋
ビ
ニ
ル
ク
ロ
ス

P
B
＋
E
P
ー

G

G
W
ボ
ー

ド

八戸工業高等学校特別教室棟改築基本計画



普通教室

選択教室１～３

化学実験室

化学準備室

美術室

美術準備室

生徒指導室（生徒面談室）

生徒会室

物理実験室

物理準備室

書道室

書道準備室

計測実習室
（ネットワーク実習室）

視聴覚教室

視聴覚準備室

女子更衣室（生徒実習用）

製図教室

職員室１（渉外）

職員室２（生徒指導・特活）

職員室３（情報システム）

ソフト保管庫

サーバー室

廊下・階段・便所・PH等

渡り廊下

付
帯
施
設

特
別
教
室

管
理
諸
室

　　　　　　　　　　区分

室名　　　　　　　　　”

○ 1 1 2 1 ○ ○ 1 ？

〇 1 1 1 1 〇 〇 1 2 2

〇 〇 〇 1 2 2

〇 1 1 2 1 〇 〇 〇 1

〇 〇 〇 1 1 1

〇 3 3 ○ ○ 3 3 3

〇

〇 1 1 ○ ○ 1 6

〇 1 ○ ○ 1 2

〇 1 2 1 ○ ○ 〇 1

○ 1 2 2

〇 2 2 2 ○ 2 2

〇 1 1 ○ ○ 1

〇 1 2

○ ○ ○ 1

○ 2 2 ○ 1

○ 1 1 1 1 3 3

○ 1 1 1 2 2 ○ ○ ○ ○ ○ 2 6 1 3

○ 1 1 1 ○ ○ 1 2 2 2

○ 3

○

天
井

短
焦
点
プ
ロ
ジ
ェ

ク
タ
ー

(

壁
補
強

)
(

箇
所

)

吸
音
石
膏
ボ
ー

ド
　
E
P

具体名

室
名
札
（

箇
所
）

具体名

黒
板

具体名

G
W
ボ
ー

ド

掲
示
板

カ
ー

テ
ン
ボ
ッ

ク
ス

ブ
ラ
イ
ン
ド

画
鋲
掲
示
板
（

箇
所
）

マ
グ
ネ
ッ

ト
兼
用

掲
示
板
（

箇
所
）

天
井
カ
ー

テ
ン
レ
ー

ル

化
粧
石
膏
ボ
ー

ド

窓
カ
ー

テ
ン
レ
ー

ル

具体名

平
面
黒
板
（

箇
所
）

映
写
ス
ク
リ
ー

ン
（

箇
所
）

曲
面
白
板
（

箇
所
）

行
事
用
白
板
（

箇
所
）

移
動
書
架
（

台
）

学
校
内
案
内
板
（

箇
所
）

平
面
白
板
小
（

箇
所
）

平
面
白
板
大
（

箇
所
）

家
具

具体名

洗
面
台
（

台
）

コ
ー

ト
掛
け
（

人
分
）

収
納
戸
棚
（

台
）

展
示
戸
棚
（

台
）

書
架
（

台
）

曲
面
黒
板
（

箇
所
）

化
粧
ケ
イ
カ
ル
板

ロ
ッ

ク
ウ
ー

ル
吸
音
板

上
下
黒
板
（

箇
所
）

上
下
白
板
（

箇
所
）

ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー

ド

ピ
ク
チ
ャ
ー

レ
ー

ル

生徒指導部より

現在Ｂ棟東側階段下に書類を保管。

建設後も階段下倉庫の設置を希望。

併せて、書類を保管するための書架希望。

八戸工業高等学校特別教室棟改築基本計画



普通教室

選択教室１～３

化学実験室

化学準備室

美術室

美術準備室

生徒指導室（生徒面談室）

生徒会室

物理実験室

物理準備室

書道室

書道準備室

計測実習室
（ネットワーク実習室）

視聴覚教室

視聴覚準備室

女子更衣室（生徒実習用）

製図教室

職員室１（渉外）

職員室２（生徒指導・特活）

職員室３（情報システム）

ソフト保管庫

サーバー室

廊下・階段・便所・PH等

渡り廊下

付
帯
施
設

特
別
教
室

管
理
諸
室

　　　　　　　　　　区分

室名　　　　　　　　　”

棚

○ ○ ○ ○

〇 1 36 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 ○ 〇

〇 1 ○ ○ 〇 〇 〇

○ 24 1 24 〇 ○ 〇 〇

24 〇 ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ 36 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ 1 ○ ○ ○ ○ ○ ○

〇 25 1 ○ ○ 〇 〇

○ 1 ○ ○

○ 18 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ 20 ○ ○ ○ ○

○ ○ 19 ○ ○ ○ ○

1 9 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1 12 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○

○ 4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○

2
0
0
V
電
源

ロ
ッ

カ
ー
（

人
分
）

下
足
入
れ
（

人
分
）

具体名

冷
暖
房

和
便
器

暖
房
・
洗
浄
便
座

パ
ネ
ル
ヒ
ー

タ
ー

電
子
時
計

Ｔ
Ｖ
配
線

ガ
ス

外
線

校
内
放
送

特
殊
な
照
明

エ
ア
コ
ン

F
F
ス
ト
ー

ブ

オ
ス
ト
メ
イ
ト

具体名

L
A
N

洋
便
器

具体名

掃
除
用
具
入
れ

可
動
式
（

人
分
）

電
気

通信

便
所

そ
の
他

調
光
式

ベ
ッ

ド
（

台
）

固
定
式
（

人
分
）

内
線

教
壇
（

台
）

実
習
台

名

小
便
器

具体名

水
道
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普通教室

選択教室１～３

化学実験室

化学準備室

美術室

美術準備室

生徒指導室（生徒面談室）

生徒会室

物理実験室

物理準備室

書道室

書道準備室

計測実習室
（ネットワーク実習室）

視聴覚教室

視聴覚準備室

女子更衣室（生徒実習用）

製図教室

職員室１（渉外）

職員室２（生徒指導・特活）

職員室３（情報システム）

ソフト保管庫

サーバー室

廊下・階段・便所・PH等

渡り廊下

付
帯
施
設

特
別
教
室

管
理
諸
室

　　　　　　　　　　区分

室名　　　　　　　　　”

○ 2 2.3.4に１室、渡り廊下付近

〇 〇 〇 1 １または２

○ ○ 1 2

〇 〇 ○ 2 3

○ ○ 2 3

○ ○ ○ ○ ○ ○ 1

○ ○ 1

○ ○ 1 2

○ ○ 1 2

〇 ○ 2 3

○ ○ 3 3

○ ○

○ 3 4

○ 3 4

○ 2 2

3 3

○ ○ ○ ○ ○ 1 1

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1

○ ○ ○ 3 3

3 3

○ ○ 3 3

○ ○ ○

○

階希望

Ａ
案
（

２
棟
）

Ｂ
案
（

１
棟
）

 落
 下
 防
 止
 手
 摺
 り

ス
ロ
ー

プ

強
化
天
井

天
井
フ
ッ

ク

床
コ
ン
セ
ン
ト

洗
濯
機
置
場

給
湯

具体名

W
i
-
F
i

 扇
 風
 機

防
犯
カ
メ
ラ

障
子
ふ
す
ま

校
名
校
章

網
戸

電
気

灯
油

電
気
錠

そ
の
他

具体名

防
音
対
策

換
気
扇

ガ
ス

手
洗
い
・
流
し
台

ミ
ニ
キ
ッ

チ
ン

可
動
式
壁
・

パ
ー

テ
ー

シ
ョ

ン

仕
上
吸
音
板

自
動
ド
ア
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特別教室

電気機器実習室１ 〇 〇

電気機器実習室２ 〇 〇 〇

電気機器実習室３ 〇 〇 〇

工作・工事実習室１ 〇 〇 〇 〇

工作・工事実習室２ ○ ○ ○ ○

切削加工実習室 ○ ○ ○

材料試験実習室 ○ ○ ○

計測実習室１ 〇 〇 〇

自動制御実習室 〇 〇 〇 〇

セラミックス実習室 ○ ○ ○

工業分析実習室 ○ ○ ○

塑性加工実習室 ○ ○ ○

電子顕微鏡室 ○ ○ ○

電子機器実習室 〇 〇 〇

プログラミング実習室 ○ ○ ○ ○

計測実習室２(準備室含む)
準備室（ﾌﾟﾛ
準）含む

○ ○ ○ ○

計測実習室３ ○ ○ ○ ○

熱処理実習室 ○ ○ ○

物理や金計測実習室 ○ ○ ○

金属組織実習室 ○ ○ ○

高圧実験室 〇 〇 〇

電子科職員室 ○ ○ 〇 〇

材料技術科職員室 ○ ○ ○

電気科職員室 ○ ○ 〇

付帯施設

廊下・階段・便所・PH等 ○ ○ ○

倉庫 事務室

渡り廊下 ○ ○ ○

腰
壁

具体名

壁

具

シ
ナ
合
板
　
O
S
C
L

有
孔
シ
ナ
合
板
　
O
S
C
L

P
B
＋
ビ
ニ
ル
ク
ロ
ス

P
B
＋
E
P
ー

G

P
B
＋

メ
ラ
ミ
ン
化
粧
板

化
粧
ケ
イ
カ
ル
板

G
W
ボ
ー

ド

ラ
ワ
ン
合
板
＋
掲
示
板
ク
ロ

ス

シ
ナ
合
板
　
O
S
C
L

有
孔
シ
ナ
合
板
　
O
S
C
L

　　　　　　　　　　区分

室名　　　　　　　　　”

備考 床

具体名

巾
木

具体名

ビ
ニ
ル
巾
木

木
製
巾
木

タ
イ
ル

畳
寄
席

O
A
フ
ロ
ア

金
庫
床

タ
イ
ル
カ
ー

ペ
ッ

ト

タ
タ
ミ

フ
ロ
ー

リ
ン
グ

長
尺
塩
ビ
シ
ー

ト

ビ
ニ
ル
タ
イ
ル

耐
凍
害
性
タ
イ
ル

金
ゴ
テ
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特別教室

電気機器実習室１

電気機器実習室２

電気機器実習室３

工作・工事実習室１

工作・工事実習室２

切削加工実習室

材料試験実習室

計測実習室１

自動制御実習室

セラミックス実習室

工業分析実習室

塑性加工実習室

電子顕微鏡室

電子機器実習室

プログラミング実習室

計測実習室２(準備室含む)

計測実習室３

熱処理実習室

物理や金計測実習室

金属組織実習室

高圧実験室

電子科職員室

材料技術科職員室

電気科職員室

付帯施設

廊下・階段・便所・PH等

倉庫

渡り廊下

　　　　　　　　　　区分

室名　　　　　　　　　”

〇 〇 1 1 1 1 〇 1

〇 〇 1 1 1 〇 1

〇 〇 1

〇 〇 1 1 1 〇 1

○ ○ 2 1 2 1 ○ 2

○ ○ 1

○ ○ 1 1 ○ ○ 1

〇 〇 1 1 1 〇 1

〇 〇 1 1 1 1 〇 1

○ ○ 1 ○ 1

○ ○ 1 ○ 1

○ ○ 1

○ ○ 1 1 1

〇 〇 1 1 1 〇 1

○ ○ 2 1 ○ 1

○ ○ 2 1 2 ○ ○ 2

○ ○ 1 1 1 ○ ○ 1

○ ○ 1 ○ 1

○ ○ 1 ○ 1

○ ○ 1 ○ 1

〇 〇 1 1 1 〇 〇 1

〇 〇 2 1 1 1 〇 1

○ ○ 1 1 ○ 1

〇 〇 1 1 ○ 1

○ 4

1

○

ロ
ッ

ク
ウ
ー

ル
吸
音
板

吸
音
石
膏
ボ
ー

ド
　
E
P

G
W
ボ
ー

ド

曲
面
黒
板
（

箇
所
）

上
下
黒
板
（

箇
所
）

平
面
黒
板
（

箇
所
）

ピ
ク
チ
ャ
ー

レ
ー

ル

室
名
札
（

箇
所
）

学
校
内
案
内
板
（

箇
所
）

映
写
ス
ク
リ
ー

ン
（

箇
所
）

短
焦
点
プ
ロ
ジ
ェ

ク
タ
ー

(

壁
補
強

)
(

箇
所

)

窓
カ
ー

テ
ン
レ
ー

ル

カ
ー

テ
ン
ボ
ッ

ク
ス

ブ
ラ
イ
ン
ド

天
井
カ
ー

テ
ン
レ
ー

ル

黒
板

具体名

ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー

ド

具体名

掲
示
板

具体名

曲
面
白
板
（

箇
所
）

上
下
白
板
（

箇
所
）

平
面
白
板
大
（

箇
所
）

平
面
白
板
小
（

箇
所
）

行
事
用
白
板
（

箇
所
）

画
鋲
掲
示
板
（

箇
所
）

マ
グ
ネ
ッ

ト
兼
用

掲
示
板
（

箇
所
）

具体名

天
井

具体名

P
B
＋
ビ
ニ
ル
ク
ロ
ス

P
B
＋
E
P
ー

G

化
粧
ケ
イ
カ
ル
板

G
W
ボ
ー

ド

化
粧
石
膏
ボ
ー

ド

化
粧
ケ
イ
カ
ル
板
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特別教室

電気機器実習室１

電気機器実習室２

電気機器実習室３

工作・工事実習室１

工作・工事実習室２

切削加工実習室

材料試験実習室

計測実習室１

自動制御実習室

セラミックス実習室

工業分析実習室

塑性加工実習室

電子顕微鏡室

電子機器実習室

プログラミング実習室

計測実習室２(準備室含む)

計測実習室３

熱処理実習室

物理や金計測実習室

金属組織実習室

高圧実験室

電子科職員室

材料技術科職員室

電気科職員室

付帯施設

廊下・階段・便所・PH等

倉庫

渡り廊下

　　　　　　　　　　区分

室名　　　　　　　　　”

棚

4 ○ 2 24 〇

2 ○ 2 24 〇

〇

4 ○ 4 36 〇

1 4 2 2 1 ○ 7 2 ○ 45 ○ ○ ○ ○

1 2 1 ○

1 2 1 ○ ○

2 ○ 2 36 〇

6 2 3 ○ 2 24 〇

2 1 ○

1 2 1 ○ 6 ○ ○ ○

2 ○

2 1 ○ ○

4 ○ 2 36 〇

2 ○ 39 ○ ○ ○

1 4 2 ○ 4 ○ 26 ○ ○

1 4 2 ○ 2 ○ 13 ○ ○

1 2 1 ○ ○

1 2 1 ○ ○

1 2 1 ○ ○

2 ○ 1 12 〇 〇

2 〇 2 7 ○ ○ ○

1 7 2 1 ○ 7 ○ ○ ○

2 7 2 7 〇 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

2

○

和
便
器

暖
房
・
洗
浄
便
座

小
便
器

オ
ス
ト
メ
イ
ト

ベ
ッ

ド
（

台
）

固
定
式
（

人
分
）

可
動
式
（

人
分
）

実
習
台

洗
面
台
（

台
）

コ
ー

ト
掛
け
（

人
分
）

収
納
戸
棚
（

台
）

家
具

具体名

展
示
戸
棚
（

台
）

書
架
（

台
）

移
動
書
架
（

台
）

掃
除
用
具
入
れ

下
足
入
れ
（

人
分
）

ロ
ッ

カ
ー
（

人
分
）

教
壇
（

台
）

具体名

特
殊
な
照
明

具体名 通信

便
所

具体名

電
気

ガ
ス

水
道

そ
の
他

調
光
式

外
線

内
線

L
A
N

洋
便
器
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特別教室

電気機器実習室１

電気機器実習室２

電気機器実習室３

工作・工事実習室１

工作・工事実習室２

切削加工実習室

材料試験実習室

計測実習室１

自動制御実習室

セラミックス実習室

工業分析実習室

塑性加工実習室

電子顕微鏡室

電子機器実習室

プログラミング実習室

計測実習室２(準備室含む)

計測実習室３

熱処理実習室

物理や金計測実習室

金属組織実習室

高圧実験室

電子科職員室

材料技術科職員室

電気科職員室

付帯施設

廊下・階段・便所・PH等

倉庫

渡り廊下

　　　　　　　　　　区分

室名　　　　　　　　　”

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

○ ○

○ ○

 扇
 風
 機

ス
ロ
ー

プ

 落
 下
 防
 止
 手
 摺
 り

校
名
校
章

網
戸

防
音
対
策

換
気
扇

強
化
天
井

天
井
フ
ッ

ク

障
子
ふ
す
ま

エ
ア
コ
ン

F
F
ス
ト
ー

ブ

床
コ
ン
セ
ン
ト

W
i
-
F
i

可
動
式
壁
・

パ
ー

テ
ー

シ
ョ

ン

仕
上
吸
音
板

自
動
ド
ア

電
気
錠

防
犯
カ
メ
ラ

具体名

給
湯

具体名

手
洗
い
・
流
し
台

ミ
ニ
キ
ッ

チ
ン

洗
濯
機
置
場

そ
の
他

電
気

ガ
ス

灯
油

校
内
放
送

電
子
時
計

Ｔ
Ｖ
配
線

2
0
0
V
電
源

冷
暖
房

具体名

パ
ネ
ル
ヒ
ー

タ
ー
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